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都市魅力産業スポーツ部 商業課
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方
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

議会 新年度予算提示 当初予算審議

予算
予算案準
備 内示

振興会議
（商業部会）

会議開催 会議開催 会議開催 会議開催

個店調査
（予定）

まとめ 分析 分析

地域研究
（大学研究） （予定）

報告

情報収集
（他自治体等）

商業実態調査 準備 調査開始 報告 分析 分析 検討

振興会議（親会） 各部会報告

２０２５年度

予算要求

新規事業・大幅拡充事業の検討

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

議会 新年度予算提示 当初予算審議

予算
予算案準
備

振興会議
（商業部会）

会議開催 会議開催 会議開催
（諮問）

会議開催
（答申）

方針策定 会議開催
（新年度予算報告）

個店調査
（予定）

検討 検討 報告

大学提案事業 検討 検討 報告

新規・拡充事業

商業実態調査 検討 検討 報告

振興会議（親会） 各部会報告

２０２６年度

予算要求

新規事業・大幅拡充事業の

Ⅰ－１）新商業活性化方針の策定に向けたスケジュール（予定）

検討



4

Ⅰ－２）方針のアウトカム指標、施策・事業評価の考え方検討

東大阪市第３次総合計画

商業活性化方針

商業施策

商業課事務事業・市各種事業等

2０2１～2０３０年 つくる・つながる・ひびきあう‐感動創造都市 東大阪‐

重点施策３ 人が集まり、活気あふれるまちづくり

目標、方針：今後検討

商業集積地
の支援の継
続

個店支援の
拡充

新しい業態
との連携

・観光
・スポーツ
連携

・ＡＩ等の活用

・大学との連
携

商
店
街
や
商
業
者
の
自
助
努
力

東
大
阪
市
中
小
企
業
振
興
条
例

市事業全般

都市魅力産業スポーツ部事業等

【施策体系のピラミット図】
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①東大阪市第３次総合計画

2０2１～2０３０年 つくる・つながる・ひびきあう‐感動創造都市 東大阪‐

重点施策３ 人が集まり、活気あふれるまちづくり 「産業の活性化による好循環の創出」

（めざすまちの姿）
①市内外から多くの人が集まりにぎわう、東大阪市の顔となる拠点が形成される。
②通勤、通学をはじめ、スポーツや文化芸術活動、観光目的などで多くの人が東大阪市を訪れる
③多くの企業が集積し、活発な経済活動が行われる。

【東大阪市の最上位計画】

Ⅰ－２）方針のアウトカム指標、施策・事業評価の考え方検討
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②商業活性
化方針

目標、方針：今後、部会の議論を含めて検討・決定

・日本全体の今後の状況から、基本的には後退局面となっており、各種数値等には基本ベースの補正が必要
・現実的な目標、方針としたい。

指標案① 業種別事業所数／５年間

指標案② 業種別従業者数／５年間

指標案③ 業種別販売額／５年間

指標案④ 買い物しやすい街アンケート回答／５年間程度
（消費者意識調査）

総合計画施策：産業の活性化による好循環の創出

総合計画の施策とも関連
【東大阪市商業の基本方針】

Ⅰ－２）方針のアウトカム指標、施策・事業評価の考え方検討

指標等の結果については、経済情勢や
人口減少等の社会問題、国・府の事業
等による影響も含むものとなる。

指標案
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③商業施策

商業集積地
の支援の継
続

個店支援の
拡充

新しい業態
との連携

・観光
・スポー
ツ連携

・ＡＩ等の活用

・大学との連
携

令和７年度以降、検討

指標案②：商店街のイベント回数／年間

指標案①：商店街の店舗数／５年程度（商業実態調査に合わせて）

指標案①：創業者数／年間

指標案②：飲食店の開・廃件数／年間

⇒積極的な団体への支援
⇒解散に向かう団体への支援

【商業活性化方針における商業支援の方向性】

※今後は、商店街数を指標にすることは難しい。

（今後の施策案）

（現状の施策）

Ⅰ－２）方針のアウトカム指標、施策・事業評価の考え方検討

※施策とは課題解決向けた方策や
方向性と位置付ける。
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３ 商業課の事業評価と課題（にぎわいづくり事業）（参考）

NO. 事業内容

令和３年度 令和４年度 令和５年度
令和６年度（４月～９

月）

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千円）

達成
度
（※）

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千円）

達成
度
（※）

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千円）

達成
度
（※）

目標
当初予
算額
（千円）

1
【地域密着型支援事業】
にぎわいづくり事業

２２団体

単組：
１団体
連合：
２団体

5,000 956 Ｄ ２２団体

単組：
４団体
連合：
２団体

5,000 1,394 Ｄ ２２団体

単組：
１０団
体

連合：
５団体

5,000 3,472 Ｃ ２２団体 5,000 

１ 地域密着型支援事業 （にぎわいづくり事業）

事業概要
市内商店街等における小売商業者で組織する団体が盆踊り・夜市などイベント事業を行う
場合などにその費用の一部を補助するもの。

補助額 上限１０万円（連合団体は５０万円）

補助率 対象経費の７０％

方針の位置づけ Ⅰ商業集積地支援の継続

事業全体のねらい・評価

本市が商業団体を支援することで、商業団体が積極的にイベントを実施しやすくなる。商業
団体が地元の商業地域でイベントを実施することで、商店街や地域の個店の認知度が向上、
顧客流入が増加することで、地域商店の売り上げ向上が期待できる。また、イベントを通じて、
商業団体内の店舗間の協力関係強化も期待できる。さらに、地域コミュニティとのつながり
の強化や地域自体のブランド力の向上によって、市域の魅力向上にもつながっていく。

事業の課題
事業目標件数未達成。コロナが明けて、一部商業団体からイベント実施回数を増やしたいこ
と、物価高騰・人件費高騰等の理由から補助額の増額希望あり。一方で、イベント時に活用で
きる人員に課題を抱える団体も多い。

中小企業振興条例第９条該当項目

1 3 7 10

※ 「Ａ」＝１００％、「Ｂ」＝８０％以上１００％未満、「Ｃ」＝５０％以上８０％未満、「Ｄ」＝５０％未満
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④商業課事務事業

・市各種事業等

①事業の評価としては、施策体系のピラミッド図に合致しているかという視点を重視する。

にぎわいづくり事業

イベント回数増加

商店街や地域の個店の認知度が向上

地域商店の売り上げ向上

増えると、人が集まり、活気あふれるまち東大阪市
第３次総
合計画

商業活性
化方針

商業施策の方
向

商業課事務事業・市
の各種事業等

活気あふれる商店街

②次にその事業自体が効率性、効果性、有効性、公正性の観点から事業評価を行う。

【例：地域密着型支援事業（にぎわいづくり事業）】

顧客流入

商店街のイベントに補助

【市が実施する事務事業】

Ⅰ－２）方針のアウトカム指標、施策・事業評価の考え方検討

令和６年度の事業実績報告と合わせて
令和７年度第１回商業部会で示す予定

（事業評価の考え方）
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東大阪市第
３次総合計
画

商業活性化
方針

商業施策の方向

商業課事務事業・市各種
事業等

東
大
阪
市
中
小
企
業
振
興
条
例

東大阪市中小企業振興条例
◎市の商業部分にかかる施策体系のピラミッド図の根幹をなす
もの。

（基本理念）
第３条 中小企業の振興は、中小企業者自らの創意工夫及
び自主的な努力のもとに推進されなければならない。

（中小企業の振興に関する施策）
第９条 第１条に定める目的を達成するために、本市が総合的に推進
すべき中小企業の振興に関する施策は、次のとおりとする。
(１) 中小企業者の産業集積を活性化し、ネットワークを強化するた
めの施策
(２) 中小企業者の操業環境を確保し、市民の住環境との調和を推進
するための施策
(３) 中小企業者の販路を拡大するための施策
(４) 中小企業者の経営資源を強化するための施策
(５) 中小企業者の人材を育成し、事業承継を円滑化するための施策
(６) 中小企業者の資金調達を円滑化するための施策
(７) 中小企業者の創造的な事業活動を促進するための施策
(８) 中小企業者のグローバル化を支援するための施策
(９) 中小企業者の労働環境を整備するための施策
(１０) 中小企業者の魅力等の情報を発信するための施策
(１１) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める施策

Ⅰ－２）方針のアウトカム指標、施策・事業評価の考え方検討
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商
店
街
や
商
業
者
の
自
助
努
力

・個店の魅力向上や競争力の向上

・多様化するニーズ、環境への対応

・買い物環境の向上

・商店街＋αの発掘

目的は売り上げ・利益ＵＰ、商売繁盛 結果、市のにぎわい・活気につながり、市の目的と合致する

市：商店街の創意・工夫・自助努力の促進

（商店街）

（個店）

【商店街や商業者の自助努力について】

Ⅰ－２）方針のアウトカム指標、施策・事業評価の考え方検討

④商業課事務事業・市の各種事業等
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全国的な傾向と同じく、東大阪市でも少子高齢化・人口減少が進んでいる。

東大阪市の業種別事業所数・従業者数は２０１６年から２０２１年までの間に事業所は８，３９３から７，
５３８事業所と８５５事業所が減少しており、率としておよそ１０％減少している。一方で、従業者数に
ついては、6９,９０４人から6９,166人で73８人の減少、率にして１％の減少となっていることから、
比較的小規模な店舗が減っていると推測される。

令和２年・3年度はコロナ禍であったが、行政のコロナ対策に関する飲食店支援等もあり、市内飲食
店の新規開業件数が廃業件数を上回ったと考えられる。その後、令和４年度は、廃業件数が新規開業
件数を若干上回ったが、令和５年度では新規開業件数が廃業件数をやや上回った。

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
新規開業
（営業許可数）

６３５ ５７０ ４９６ ５１４

廃業 ５９０ ４７２ ５０１ ４９１
出典：「東大阪市地域経済白書 ２０２３年度版

市内飲食店新規開業（営業許可）数及び廃業数（令和2年度～令和5年度）市商業課調べ

本市の人口と高齢化率 （令和６年６月末現在） 市統計より

Ⅰ－２）方針のアウトカム指標、施策・事業評価の考え方検討
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課題は継続中

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

Ⅱ 東大阪市の商業の課題について
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１．本市の商業全般の課題

（１）市域全体の高齢化・人口減少
①個店及び商店街・商店会組織における高齢化及び後継者不足問題
②消費者の高齢化・減少に伴う消費量の減少
③消費量の減少に伴う商店の撤退等による空き店舗の増加

（２）消費者の観点
①郊外型の大型店舗を利用するライフスタイルへの変化
②ネットショッピング等の購入割合の増加
③物価高騰等に伴う買い控え、消費額の低下

（３）店舗側の観点
①積極的な展開や意欲の低下
②駐車場・駐輪場の不足
③店舗の老朽化
④物価高・人件費の高騰、人材確保の困難さ

◎高齢化・人口減少等に起因する課題については、長期的な視点を持って検討する必要
がある。一方で、短期的な課題については、本市の事業で対応していくことが検討できる。

Ⅱ 東大阪市の商業の課題について
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２．東大阪市の商業集積地の課題について

◎商店街実地調査から
商業団体を取り巻く環境は厳しいものの、商店街としての特色を打ち出して、引き続き
取り組みを進めていこうとする団体と、団体としての存続すら難しくなってきている団
体との2極化が進んでいる。

（３）空き店舗の増加
・（２）①②の理由から商店街において空き店舗が増加して、集積地としての魅力が減退

（４）商店街のにぎわいの消失
・（１）（２）（３）を要因として商店街としての魅力が失われている。

（１）商業集積地の集積力低下
① 大型店舗やネット販売等の社会的要因によって商店街で買い物する消費者が減少
② 店舗の老朽化、個性の不足
③ 新たな需要を生み出す核となるテナントの不足

（２）組織力低下・担い手不足
① 商店街の役員の高齢化と後継者不足、役員のなり手不足
② 個店を開業しても商店街組合に加入しない人が増えている

Ⅱ 東大阪市の商業の課題について
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課題に対する対策の検討方向
１ 本市の商業全般の課題（１）市域全体の高齢化・人口減少

ＮＯ. 課題 行政・関連団体等 商店街 個店

（１）-①
個店や商店街・商店会組
織における高齢化及び後
継者不足問題

ⅰ）他団体の成功事例の情報共有
ⅱ）・・・

ⅰ）後継者育成
ⅱ）他団体（自治会、地元住民、
大学生）等との協働
ⅲ）解散検討
ⅳ）・・・

ⅰ）後継者育成
ⅱ）廃業検討
ⅲ）・・・

（１）-②
消費者の高齢化、消費量
の減

ⅰ）域外からの市内への流入、にぎわいの創
出による消費喚起
ⅱ）・・・
（関連事業：にぎわいづくり事業）

ⅰ）商店街の集客力向上
ⅱ）顧客ターゲットの戦略の
見直し
ⅲ）・・・

ⅰ）個店の魅力向上
ⅱ）顧客ターゲットの
戦略の見直し
ⅲ）・・・

（１）-③
消費量の減少、商店の撤
退等による空き店舗の増
加

ⅰ）空き店舗情報の活用検討
ⅱ）店舗の新陳代謝が進むような支援検討
ⅲ）廃業後に貸し出されない店舗へ対策
店舗の新陳代謝が進むような支援検討
ⅳ）域外からの市内への流入、にぎわいの創
出
ⅵ）地域が盛り上がるような支援検討
ⅶ）・・・
（関連事業：空き店舗活用促進事業、にぎわ
いづくり事業）

ⅰ）空き店舗情報の収集
ⅱ）商店街の集客力向上
ⅲ）・・・

ⅰ）出店戦略の検討
ⅱ）・・・

Ⅱ－１）商業の課題解決の方向性の検討
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１ 本市の商業全般の課題 （２）消費者の観点

ＮＯ. 課題 行政・関連団体等 商店街 個店

（２）-①
郊外型の大型店舗を利用
するライフスタイルへの変
化

ⅰ）最新の動向等を事業者へ情報提供
ⅱ）大型店との役割分担等検討
ⅲ）・・・

ⅰ）消費者のニーズに対
応
ⅱ）・・・

ⅰ）消費者のニーズに対
応
ⅱ）・・・

（２）-②
ネットショッピング等の購
入割合の増加（電子化）

ⅰ）最新の動向等を事業者へ情報提供
ⅱ）ＳＮＳの活用支援
ⅲ）ネットショップ開設支援
ⅳ）・・・
（関連事業：商業振興コーディネート事業、イン
ターネットショップ開業塾事業）

ⅰ）消費者のニーズに対
応
ⅱ）・・・

ⅰ）消費者のニーズに対
応
ⅱ）・・・

（２）-③
物価高騰等に伴う買い控え、
消費額の低下

ⅰ）国等の補助金を活用した消費喚起の事業
の検討
ⅱ）・・・
（関連事業：キャッスレス決済ポイント還元事
業）

ⅰ）商店街の集客力向上
ⅱ）顧客ターゲットの戦
略の見直し
ⅲ）・・・

ⅰ）個店の魅力向上
ⅱ）顧客ターゲットの戦
略の見直し
ⅲ）・・・

Ⅱ－１）商業の課題解決の方向性の検討
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１ 本市の商業全般の課題 （３）店舗側の観点

ＮＯ. 課題 行政・関連団体等 商店街 個店

（３）-①
積極的な展開や意欲の低
下

ⅰ）地域が盛り上がるような支援検討
ⅱ）域外からの市内への流入、にぎわい
の創出による消費喚起
ⅲ）・・・
（関連事業：にぎわいづくり事業、市域の
各種イベント）

ⅰ）・・・
ⅱ）・・・

ⅰ）廃業検討
ⅱ）・・・

（３）-② 駐車場・駐輪場の不足
ⅰ）関係部局における整備
ⅱ）・・・
（関連事業：整備事業等）

ⅰ）商店街での整備
ⅱ）利用者への周知・啓発
ⅲ）・・・

ⅰ）店の前の自転車の整理
ⅱ）・・・

（３）-③ 店舗の老朽化
ⅰ）支援の検討
ⅱ）・・・

ⅰ）・・・ ⅰ）・・・

（３）-④
物価高・人件費の高騰、人
材確保の困難さ

ⅰ）国等の補助金を活用した消費喚起の
事業の検討
ⅱ）・・・

ⅰ）魅力ある商店街づくり
ⅱ）・・・

ⅰ）魅力ある店舗づくり
ⅱ）・・・

Ⅱ－１）商業の課題解決の方向性の検討
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２ 東大阪市の商業集積地の課題について

ＮＯ. 課題 行政・関連団体等 商店街 個店

２（１） 商業集積地の集積力低下

ⅰ）地域が盛り上がるような支援検討
ⅱ）核となる店舗等の誘致検討
ⅲ）域外からの市内への流入、にぎわい
の創出による消費喚起
ⅳ）空き店舗の活用検討

ⅰ）魅力ある商店街づくり
ⅱ）核となる店舗等の誘致
検討
ⅲ）商店街の集客力向上

ⅰ）魅力ある店舗づくり
ⅱ）核となる商店となるため
の創意工夫

２（2） 組織力低下・担い手不足
ⅰ）商店街の魅力向上支援
ⅱ）地域が盛り上がるような支援検討
ⅲ）・・・

ⅰ）入ってもらえるような風
土、組織づくり。

―

２（３）
空き店舗の増加
１（１）－③の再掲

ⅰ）空き店舗情報の活用検討
ⅱ）店舗の新陳代謝が進むような支援検
討
ⅲ）廃業後に貸し出されない店舗へ対策
店舗の新陳代謝が進むような支援検討
ⅳ）域外からの市内への流入、にぎわい
の創出
ⅵ）地域が盛り上がるような支援検討
ⅶ）・・・
（関連事業：空き店舗活用促進事業、に
ぎわいづくり事業）

ⅰ）空き店舗情報の収集
ⅱ）商店街の集客力向上
ⅲ）・・・

ⅰ）出店戦略の検討
ⅱ）・・

２（４）
商店街のにぎわいの消失

ⅰ）積極的な活動団体への継続支援
（これまで記載の検討の方向性）

ⅱ）解散検討団体への解散支援

ⅰ）（解散団体）共同設備の
撤去等
ⅱ）・・・

―

Ⅱ－１）商業の課題解決の方向性の検討
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Ⅱ－２） 課題への対策

（１）商店街・商店会の存続が難しい団体への支援
すでに会員数も少なくなっており、団体の予算が厳しい状況となっている。また、解散を考
えている団体の一番のネックは団体が管理している街路灯や防犯カメラ等の共同施設の撤
去には多額な費用が発生し対応が困難なことである。

①解散に伴う場合に限り、街路灯の撤去費用の補助割合の増

②補助金の交付について、解散に伴う街路灯の撤去に関してやむを得ない場合は、補助金
の概算払いの検討

③最終的に施設の撤去等が実施できない団体に対する課題の関連部局との連携

（長期的）
⇒解散に伴う街路灯の問題については、市のかかわり方を含めて今後関係部局とも協議し
ていくことで合意している。２年以内には方向性を出す予定。

⇒アーケード等の撤去費用が相当かかるものについては、市単独だけの補助では非常に厳し
いため、国等の予算措置の創設等を市から要望を行っていく。

１．商業集積地の支援について
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（２）今後も積極的に活動していく団体への支援
今後も積極的に活動していく団体へは、商店街実地調査でも要望があったため、これまで
の支援策の上乗せや効果的な事業の展開・検討をしたい。また、商業者への最大の支援は、に
ぎわいを創出し、商業集積地に消費者を呼び込むことで、店舗が稼げるようになることだと
考える。商業課単独でのにぎわい創出は難しいことから、都市魅力産業スポーツ部の他の課
や市の他部局と連携し、スポーツイベント、市内観光、モノづくり体験等を通じて市域のにぎ
わいを創出し、市内の商業集積地・個店における消費を促す流れを検討していきたい。

①にぎわいづくり事業の補助金の上乗せ検討

②離れた商店街同士のにぎわいづくり事業の拡大について

③共同施設設置事業を今日的な設備へ見直し（ミスト装置の追加検討）

④市のイベント等に参加した来街者が市内回遊・消費してもらえるような工夫を検討

（長期的）
⇒引き続き、商業とスポーツ、市内観光、モノづくりとコラボした域外からの市内への流入、
にぎわいの創出による消費喚起を検討していく。

Ⅱ－２） 課題への対策
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２．東大阪市の個店の支援について

現在の事業を基本としつつ、より効果的な施策・事業を商業部会において検討していき
たい。また、地域の中で輝く個店を生み出すことが、地域活性化やにぎわい創出につなが
ることから、意欲のある個店の支援ができる枠組みを検討する。

①令和７年度の商業実態調査に伴い個店の状況を含めてアンケート実施しニーズを把握
する。

（長期的）
⇒現状事業の効果検証等を行い、引き続きどういった支援が必要か検討する。

３．新しい業態との連携について

本市では、観光分野やスポーツ分野でも魅力的な地域資源がある。今後は、こういった
分野と効果的に連携して、インバウンドなど、市外から人を呼びこむ等、人の流れを商店
街・個店に引き込み消費する方向を検討したい。また、文化的な資源とのコラボも検討し
ていきたい。

（長期的）
⇒令和７年度の商業部会において、観光分野とのコラボ、スポーツ分野とのコラボを議論
して検討していく。

Ⅱ－２） 課題への対策
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〇物価高騰下の消費者意識（物価高騰下の影響が増し、これまでより消費を抑制する動きが見られる。）
・負担が増えた家計の項目で「食費」と回答した消費者が９割を超え最も多く、特に３０歳代の負担感が大きい。
・買物する際に重視する項目をみると、「商品の価格が安い」が半数を超え最上位に挙げられている。
・商品やサービス別に買物場所の選択理由は「価格が手ごろである」を上位に挙げる項目が多く、概ね３０歳代と４０歳代
の割合が高いことから、子育て世代など出費が嵩む世代は、特にコスト意識が高いと推測される。
・物価高騰対策としては、「同等品の安い商品の購入を増やす」、「買物やサービスの利用回数を減らす」、「商品の特売日
を待って買物する」が上位三位の回答で、「同等品の安い商品の購入を増やす」は４０歳代以下で、「買物やサービスの利
用回数を減らす」は７０歳以上で多く見られ、年齢別のライフスタイルの特性でその対策の傾向は異なる。

〇デジタル社会と買物行動の変化（ﾃﾞｼﾞテル社会の進展を受けて、消費者の購買行動に変化が見られる。）
・買回り品（衣料、身辺雑貨、電気製品、書籍・文具）のインターネット販売の利用は、前回（令和２年）調査と比較して伸び
ている。
・買物をするときの情報源としても、「インターネット」が５割を超え、本調査でははじめて１位となった。
・「ＳＮＳ」も３割超で３位となり、これらデジタル媒体の利用が急激な伸びを示している。
・一方、従来１位であった「新聞チラシ」は前々回調査（平成2８年）では６割を超えていたが、今回の調査では３割超と半減
し順位を落とした。
・「インターネット」は３０歳代から５０歳代の幅広い年代で多く活用されているが、「ＳＮＳ」は３０歳代以下が多く見られる。
・普段の買物における支払い方法は、「現金」が８割を超え、「クレジットカード」が７割弱と利用割合が高いが、「スマホ決
済（ＱＲコード・タッチ式など）」も６割弱みられる。尚、「スマホ決済」は４０歳代以下に多く、「カード型の交通系以外の電子
マネー（ＷＡＯＮなど）」の利用者も５０歳代以上で比較的多く見られる。

〇まとめ
・若年層を中心とした年齢層がデジタル化の渦中にあり、デジタル化への対応は不可避である。
・市内商業者においては、これからの消費者への情報発信ツールとして、インターネットやＳＮＳなどの活用を強化すると
共に、ネット販売やスマホ決済といった販売手法のデジタル化についてもハード・ソフトの両面から進める必要があり、こ
れに携わる人材育成を含めた、商業のデジタル化支援が急務である。

Ⅲー１） 消費者意識調査の報告
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Ⅲ－２） 商業実態調査の方法、アンケート項目の検討

把握すべき項目の検討（案）
１. 商業者の基本情報（店名）⇒予め記載可能
2. お店や事業の種類⇒個人/チェーン店、店舗所有形態、従業員数
３. 商業活動の本市内の地域
４. 営業時間やサービス提供時間
５. 商業活動を行っている期間
６. 現在の売上または利益状況、来店者数（３年間くらい）
７. 現在の顧客対象層、インバウンド客
８. 現在抱えている商業活動の課題や困っていること、経営改善のために取り組んでいること
９. ニーズや要望（新規顧客の獲得方法、販売促進策、新商品開発、地域とのつながりづくり等）
１０. 行政からの支援や協力を望む点
１１. 今後のビジネス展望や計画
１2. デジタル化（キャッシュレス決済、オンライン販売、ＳＮＳ利用状況等）について
１３. 商業環境（競争状況、物価、生活水準など）の変化について
１４.物価・人件費高騰と価格転嫁について
１５.人材の確保について
１６.後継者問題
１７.ネットショップの開設の有無（売り上げの割合）
１８.キャッシュレス決済ポイント事業の恒常的な効果について

◎各委員にお願い
各委員には、それぞれの関係する店舗にアンケートの協力をお願いしたい。新商業活性化方針の作成に向けた基礎デー
タになるが、アンケート予算がないため、商業課が自前で実施する必要がある。商業課職員が市内各地の店舗を回ってア
ンケートの協力をお願いするが、それ以外にも効率的にアンケートを回収できる工夫を検討したい。
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Ⅳ－１） 令和７年度予算の方向性の報告

10
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◎キャッシュレス決済ポイント還元事業の実施（確定）
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所 属 名 都市魅力産業スポーツ部 商業課

担 当 者 道籏 （内線：２６９０）

研究テーマ 市内商業における課題解決及び更なる活性化に向けた効果的な手法の検討・提言

抱える課題

・商店街の衰退と２極化（まだまだ活気がある商店街と衰退している商店街が存在）
・商店街における商店の廃業に伴う空き店舗の増加
・商店街役員の高齢化や会員減少に伴う後継者不足、活動できる役員の不足
・商店の後継者不足
・消費者の購買行動の変化（大型店（スーパー等）の利用増、ネット購買の増加）

研究の目的

・商業活性化方針を改定にむけて、令和７年度に市内商業活性化に向けた施策・事業を検討予定
・新しい商業活性化には、新しい視点、効果的で実現可能性が高い施策・事業を位置づけたい
・行政・商業集積地（以下「商店街」という。）、商店が実施可能な効果的な取り組みを盛り込みたい
・上述の観点において、大学から提言をいただきたい

研究の内容

①～⑤のいずれかの項目（複数も可）
① 商店街の集積力低下に対する対策とにぎわい創出の新たな方策（個別の商店街に絞った方策も可）
② 効果的な空き店舗対策事業（効率的な実態把握方法や効果的な事業支援・広報について）
③ 商店街役員や商店主の高齢化に伴う課題解決
④ 消費環境の変化に伴う個店の生き残り戦略
⑤ 大学とコラボした商店街の活性化策

Ⅳ－２） 東大阪市地域研究助成金事業の活用の報告
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Ⅳ－３） 自由意見交換

その他
・令和６年度の商業部会を中小企業振興会議（本部会）への報告
・令和７年度からの委員の任期、更新等
・令和７年度は観光、スポーツの分野とのコラボの議論を商業部会でも行う。

ＭＥＭＯ

第1回商業部会での課題
〇人件費の補助⇒検討したい 〇にぎわい費用拡充、地域の住民の仕組みづくり
〇イベントにおける大学生等の協働 〇離れた商店街との連携
〇申請書類の見直し 〇イベントメニューの変更検討
〇チラシ一覧表作成


